
町
の
活
性
化

観光ルート的活性化

答弁：ぜひご提案を！

川
崎
　
博
啓  

議
員

川
崎　

交
通
ア
ク
セ
ス
に
優

れ
た
町
と
、
堅
坑
や
旧
志
免

興
業
所
跡
地
を
結
び
つ
け
た

観
光
化
を
図
っ
て
は
。

町
長　

地
域
遺
産
、
地
域
資

源
を
し
っ
か
り
発
掘
し
て

町
の
活
性
化
に
結
び
付
く

よ
う
な
提
案
を
ぜ
ひ
い
た

だ
き
た
い
。

川
崎　

シ
ー
メ
イ
ト
の
来

場
者
数
は
年
間
30
万
人
。

１
０
０
円
で
も
使
っ
て
い
た

だ
く
と
福
祉
な
ど
に
廻
わ
す

こ
と
が
で
き
る
。

地
場
産
業
の
充
実
を

答
弁
：
活
性
化
は
町
の
課
題

川
崎　

弱
者
救
済
と
子
育
て

環
境
に
は
地
場
産
業
の
充
実

を
図
り
、
継
続
的
な
財
政
基

盤
の
安
定
確
保
を
し
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。

　

故
に
農
業
や
商
工
業
と

の
連
携
を
も
っ
て
地
場
産

業
の
底
上
げ
が
必
要
だ
と

思
う
が
。

町
長　

農
業
と
か
商
工
業
の

活
性
化
が
重
要
で
、
も
っ
と

行
政
が
支
援
し
て
い
か
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。
町
の
産
業

の
活
性
化
に
つ
い
て
は
、
使

命
的
課
題
だ
と
思
う
。

▲竪坑櫓と物産店

原子力発電
防
災
計
画
の
見
直
し
せ
よ

答
弁
：
町
は
自
分
た
ち
で
守
る

末
藤
　
省
三  

議
員

末
藤　

福
島
原
発
事
故
は
、

日
本
と
世
界
の
人
々
に
大
き

な
衝
撃
を
与
え
た
。

　

放
射
能
汚
染
に
よ
る
影
響

は
長
期
に
わ
た
っ
て
続
き
、

放
射
性
物
質
の
半
減
期
は
、

セ
シ
ウ
ム
１
３
７
は
30
年
、

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
は
88
年
か
か

る
。
防
災
計
画
の
見
直
し
を

た
だ
ち
に
せ
よ
。

町
長　

自
分
た
ち
の
町
は
自

分
た
ち
で
守
る
と
い
う
気
持

ち
を
し
っ
か
り
持
っ
て
、
何

も
か
も
お
任
せ
す
る
と
い
う

わ
け
に
は
い
か
な
い
と
思
う
。

地
デ
ジ
テ
レ
ビ
を
延
期
せ
よ
。

答
弁
：
電
波
法
に
よ
り
廃
止

末
藤　

現
在
の
テ
レ
ビ
が
７

月
24
日
を
も
っ
て
、
国
策
で

廃
止
に
な
る
。
家
電
メ
ー

カ
ー
の
大
手
企
業
の
都
合
で

１
億
台
の
買
い
か
え
を
初

め
、
地
デ
ジ
移
行
で
あ
い
た

ア
ナ
ロ
グ
周
波
対
応
を
使
っ

た
新
た
な
事
業
を
展
開
す
る

た
め
に
、
政
策
的
に
終
了
時

期
が
決
め
ら
れ
て
い
る
。

　

大
企
業
の
儲
け
を
国
策
と

し
て
保
障
し
て
い
る
。

総
務
課
長
補
佐　

す
べ
て
の

ア
ナ
ロ
グ
放
送
が
廃
止
と
い

う
こ
と
で
承
知
し
て
い
る
。

▲志免町まで60㎞　他人事ではない

意見書 公立学校施設における防災機能の整備の推進を求める

提出者 大西　勇

要望
内容

大規模地震等の災害が発生した際、公立学校施設において
地域住民の「安全で安心な避難生活」を提供するために、耐
震化等による安全性能の向上と防災機能の強化が不可欠。
・先進的取り組み事例の情報提供
・�財政支援制度の地方公共団体が利用しやすい窓口一元化
など速やかに実施すること

採決
結果

全員賛成　国へ意見書提出

意見書
原子力発電所及び原子力関係施設
の安全保障を求める

提出者 末藤　省三

要望
内容

今回の原発事故を踏まえ、原子力
発電所及び原子力関係施設の安全
の確保並びに住民生活の安全・安
心の確保のため、法的措置を強く
要望する。

採決
結果

全員賛成　国へ意見書提出

請願・要望・陳情・意見書

二宮美津代　　　大西勇　　　大熊則雄　　　安河内信宏
川崎博啓（副委員長）　大林弘明（発行責任者）　堤久美子（委員長）

広報委員会事務局

新しく事務局体制が変わりました。
長 事務局長　𠮷川次長

  議会あれこれ研
修
事
項
は

・�

議
員
削
減
に
係
る
対
応
に
つ
い
て

・
削
減
後
の
住
民
の
反
応

・
削
減
に
伴
う
議
会
の
メ
リ
ッ
ト
、
デ
メ
リ
ッ
ト

な
ど
で
、
議
会
運
営
委

員
会
全
員
で
応
対
し
ま

し
た
。

　

周
防
大
島
町
は
平
成

16
年
４
町
で
合
併
。
56

人
か
ら
20
人
に
議
員
定

数
を
削
減
し
て
い
る
が
、

社
会
情
勢
な
ど
勘
案
し
、

定
数
削
減
を
議
長
よ
り

諮
問
さ
れ
調
査
、
研
究

を
行
っ
て
い
る
と
の
こ

と
で
し
た
。

　

定
数
削
減
の
推
移
を

説
明
し
ま
し
た
が
、
我

が
町
と
は
町
の
面
積
、

人
口
、
予
算
規
模
な
ど

比
較
で
き
な
い
部
分
も

有
り
、
何
を
基
準
と
す

る
か
苦
慮
す
る
案
件
で

し
た
。

　

周
防
大
島
町
で
は
高

投
票
率（
80
％
）で
す
が
、

地
域
推
薦
な
ど
若
人
や

女
性
が
出
に
く
い
事
情

も
察
せ
ら
れ
ま
し
た
。

「
よ
う
こ
そ
志
免
町
議
会
へ
」

　
山
口
県
周
防
大
島
町
議
会
よ
り

�

研
修
に
み
え
ら
れ
ま
し
た
。

自 至 期間 定数 経　　　緯
昭和62年４月 22名

昭和62年５月 平成11年４月 12年間 20名
昭和62年３月議会で陳情書が出され、62年４月４日臨
時会にて議員提案により可決。

平成11年５月 平成19年４月 ８年間 18名
平成10年９月議会で陳情書が出され10年12月議会にて
議員提案により可決。

平成19年５月 平成23年４月 ４年間 16名 平成18年12月議会にて議員提案により可決。

平成23年５月 14名
平成22年12月議会で請願が出され議員定数削減の請願
審査特別委員会で審査し議員提案により可決。

志免町議員定数の推移

13 12


